














































































永田・Gary 1991）。永田は、ヒト受精胚を用いた基礎実験の申請（1992 年 4 月 22 日）に
続いて、1993 年 7 月 8 日、「胚生検による遺伝子診断の臨床応用」の申請を医学部倫理委
員会（委員長・佐藤榮一医学部長）に提出した。X 連鎖遺伝病  3 を対象とした性別診断
―すなわち、受精卵の性別を診断し、疾患を発症する可能性のない女性型の受精卵のみ
を子宮に戻し、着床・妊娠させようというものである（永田 1996、永田ほか 2000:53-84）。  
倫理委員会は、1995 年 3 月 9 日、ほぼ審議を尽くしたとして、①重篤な遺伝性疾患の
なかでも、当面は発生頻度が高いデュシェンヌ型筋ジストロフィー、血友病および脆弱 X
症候群の 3 疾患に限定する、②診断は両親の要望があった時にのみ、十分なインフォーム



















年 9 月 11 日に開かれた「診療･研究に関する倫理委員会（矢嶋委員長）｣で検討し、「会告
に抵触しない限り」は受精卵診断を「実施して差しつかえない」とする回答を出した（永


















医療を受ける側の意見を尊重して幅広い検討を重ねることという 3 点をあげている。 






















1-3-1 1 回目の「見解（会告）案」承認見送り 
 
1996 年 5 月 31 日、「学会」倫理委員会（佐藤和雄委員長）は、前年 9 月の「事実上容
認」の姿勢を変更し、受精卵診断実施の是非について検討を始めることを決定した（『南日
本新聞』1996.6.1）。これ以降、主たる争いは「学会」の会告（見解）をめぐるものとなる。 































「学会」誌 1997 年 5 月号に、「診療・研究に関する倫理委員会答申」として、受精卵診
断についての見解案が掲載された。「学会」の会告（見解）が、案文の段階で公表されたの
は初めてのことである。6 月 3 日には、「ネットワーク」は「学会」との 3 度目の話し合い
をもち、公開討論会の設定、見解案を「学会」誌以外にも広く情報公開すること等を申し
入れている。12 月 8 日には 4 度目の｢ネットワーク｣と「学会」との話し合いがもたれ、「学
会」は公開討論会を開催すると言明した。 







（SOSHIREN 女のからだから）、矢野恵子（優生思想を問うネットワーク）の 3 氏をパネ
リストに加えて、3 月 14 日に第 1 回公開討論会が開催された。 
 3 月 31 日、「学会」倫理委員会は、前年 1997 年 5 月の見解案を修正した最終案をまと
め、4 月の理事会に諮って正式に承認するとした（『朝日新聞』『日経新聞』1998.4.1）。 
 「ネットワーク」は、「抗議並びに要望書」（1998 年 4 月 10 日付け）を「学会」あてに
送付して、見解案の公表、公開討論会の継続、倫理委員会の審議過程の開示を求めている
（『全障連全国事務局ニュース 優生思想を問うネットワークから』1998.4.10）。結局、全
国の約 60 団体から抗議文や要望書が「学会」に寄せられたのを受けて、4 月 18 日、「学
会」理事会は、再度承認を見送り、見解案と審議過程を「学会」誌に掲載し広く意見を求
めることとした。「学会」誌 5 月号に、「平成 9 年度診療・研究に関する倫理委員会報告（着
床前診断に関する検討経過報告と答申）」が掲載された。 













抗議および要望書」が「学会」に送付された6。6 月 10 日には、当初の予定通り「学会」













体がすぐさま抗議行動をおこした。7 月 25 日には、34 の女性・障害者団体の共催 8 で緊
急抗議集会「みんなで言うぞ！やめろ！受精卵の遺伝子診断！」が東京で開催された（『全
障連全国事務局ニュース』1998.9.20、『朝日新聞』1998.7.26、1998.8.7、『ふぇみん婦人











揺れる倫理」（『朝日新聞』1999.1.29）などと報じた。2 月 17 日には、日本筋ジストロフ
ィー協会が「着床前の受精卵診断実施承認についての申し入れ書」（日筋協 74 号、1999
年 2 月 17 日）を、「学会」と鹿児島大学倫理委員会あてに提出し、鹿児島大の計画は「男
女の産み分けに使われるだけで、受精した胚が患者かどうかわかるような技術が進歩して
からにしてもらいたい」として「臨床応用の延期」を要望している 10。 
鹿児島大産婦人科グループは、1999 年 5 月 24 日に「学会」にデュシェンヌ型筋ジスト
ロフィーを対象とした受精卵診断を申請した。しかしながら「学会」は、「着床前診断に関
する審査小委員会」（鈴森薫委員長）で審議した結果、2000 年 2 月 26 日に、原因遺伝子
を直接調べるべきで、今回の性別診断による受精卵診断は認められないとして不承認とし
た（永田ほか 2000）。 





した 11。が、「学会」理事会は、早くも 6 月 19 日には、「対象を重篤な遺伝性疾患とした
会告に合致しない。また、習慣性流産の原因が転座によるものか否かが申請された例すべ
てについては証明されていない」として申請を却下している（『神戸新聞』『朝日新聞』
1999.6.20）。事実上の門前払いである。セントマザー産婦人科医院は、翌年の 2000 年 5
月 29 日にも、再度、均衡型相互転座とロバートソン転座による習慣流産防止を目的とす
る受精卵診断について申請した。「学会」理事会は、今度は申請を受理し、「着床前診断に





















2003 年 9 月 9 日に名古屋市立大学産婦人科グループ（鈴森薫教授）が、「学会」に筋強
直性ジストロフィーの受精卵診断の申請をしたのに続いて、2004 年 1 月 5 日には、慶応
大学グループがデュシェンヌ型筋ジストロフィーについての申請を行った。その直後の
2004 年 2 月に、神戸の産婦人科医師が、「学会」に無申請のまま、男女産み分けや高齢妊
娠に起因する染色体異数性回避を目的に受精卵診断を行っていたことが明るみに出た。そ
して、このような規制外での実施を防ぐためにも「見解（会告）」に準拠した「厳格な枠組










































































不足の 4 点を挙げる。 




































「協会」は、1997 年 2 月に拙速な見解案の承認に反対し慎重討議を求めて、「臨床研究




情報の公開や患者団体への説明を求めている。また、1999 年 1 月に、鹿児島大学医学部
倫理委員会が性別診断による受精卵診断を承認した際に提出した「着床前の受精卵診断実
施承認についての申し入れ書」（日筋協 74 号、1999 年 2 月 17 日）では、「受精した胚が
患者かどうか分かるような技術が進歩してからにしてもらいたい」と述べている。 


























欧米では、1989 年に英国で Handyside ら（1989）によって受精卵診断の手法が開発さ
れて以来、遺伝性疾患をもつ子を産む可能性のあるカップル（保因者）を対象に、まずは
X 連鎖遺伝病について性別判定を行う方法で開始され（Handyside et al 1990）、続いて、
単一遺伝子疾患にたいして疾患遺伝子そのものを診断する方法が加わった（Handyside et 




商品化されたことも相まって急速に普及していった（ESHRE PGD Consortium Steering 
Committee 1999; Verlinsky et al 2004）14。現在、年間約 3000 周期の受精卵診断が行わ




外はあるものの、実際に臨床応用が開始されたのは 2004 年なってからであった。 
 この間、導入をはかる研究者・医療関係者とこれに反対する障害者や女性らとの間で論
争が繰り返され、「会告（見解）」の承認が予定されたにもかかわらず、抗議の動きに押さ
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竹内一浩・永田行博・Gary, D.Hogen、1991、「マウス着床前期胚における種々の Embryo 
Biopsy 後の生存性の検討―ヒト遺伝病の着床前診断モデル」『日本産科婦人科学会雑








































































3  X 連鎖遺伝病：伴性劣性遺伝性疾患ともいい、疾患遺伝子が X 染色体上に存在する遺











事務局は「全障連全国事務局」の事務所に同居し、通信も 95 年から 97 年 2 月まで「全障
連全国事務局ニュース臨時号」として出している。97 年 3 月から 99 年 4 月までは「全障
連全国事務局ニュース 優生思想を問うネットワーク」、99 年 5 月から 2000 年 7 月まで





















































genetic screening 略して PGS）、あるいは、染色体異数性スクリーニング（PGD for 
aneuploidy screening 略して PGD－AS)と呼んでいる。臨床的には、染色体異数性の発現
率が高いとされる高齢の不妊女性、高齢ではないが体外受精・胚移植を何度も失敗したカ
ップル、反復流産例などが適応とされている。International Working Group for 
Preimplantation Genetics の報告によれば、1997 年までの受精卵診断実施例 377 例のう
ち、X 連鎖遺伝性疾患に対する性別診断が約 4 割、単一遺伝子診断が 3 割弱、染色体診断
が 3 割強でその大半が高齢女性についての染色体異数性診断だった（苛原・青野 





実施例全体の約 3 割を占めていたことになる。 
15  がん抑制遺伝子 p53（Verlinsky et al  2001a）、家族性大腸ポリポーシス（Rechitsky 
et al  2002）など、遺伝子の変異があっても必ずしも発症するとは限らない疾患（易罹患
性疾患）や、ハンチントン病や家族性アルツハイマー（Verlinsky et al  2002）など中年
期以降に発症する晩発性（遅発性）遺伝性疾患も対象とするようになった。さらには、同
胞の治療に用いる幹細胞を提供するドナー・ベビーを得る目的での受精卵診断も行われて









17 「平成 17 年度第 4 回理事会議事録」は以下を参照。 
http://www.jsog.or.jp/about_us/minutes/pdf/GIJIROKU/h17_04riji.pdf 
18  ESHER PGD Consortium によれば、1997 年 1 月から 1998 年 9 月まで各国から報告
された 392 周期のうち、29 例がデュシェンヌ型あるいはベッカー型筋ジストロフィーに
ついて受精卵診断が行われているが、PCR を用いた遺伝子診断は 4 周期にすぎない
（ESHER PGD Consortium 1999）。 
19  1990 年代終盤のこの時期は、厚生科学審議会など国レベルで出生前診断について審議
が始まり、マスコミが出生前診断について大きく取り上げるなど、関心が集まっていたこ
とも背景にあろう。厚生省は、1997 年 7 月に「厚生科学審議会先端医療技術評価部会」




て強く働きかけた結果、99 年 5 月には、「医師は妊婦に対して、この検査の情報を積極的
に知らせる必要はなく、本検査を勧めるべきでもない」との見解がまとめられている（玉
井 2005）。このように 1990 年代終盤は、受精卵診断にみられるような操作性と介入度の
高い技術、あるいは、母体血清マーカー検査に代表されるような商業性をともなうととも
に、手技の簡便性・非侵襲性からより広範な普及が見込まれるような新たな技術の登場を
前にした障害者や障害者の親、女性たちの懸念あるいは切実な反対の動きが、社会の中に、
出生前診断に対する警戒感を一定程度呼び起こした時期でもあったと言える。 
